
                                          2018 年 8 月 1 日 

監  査  役 会  通  信(No.28)                 

 社外監査役 堀口基次 
「コーポレートガバナンス・コード(企業統治指針)について(4) 

 今回は、第 4 章 「取締役会等の責務」についてお知らせします。 
 
[基本原則 4] 
 上場会社の取締役会は、株主に対する受託者責任・説明責任を踏まえ、会社の持続的成⻑と中⻑期的
な企業価地の向上を促し、収益⼒・資本効率等の改善を図るべく 
(1)企業戦略等の⼤きな⽅向性を⽰すこと 
(2)経営陣幹部による適切なリスクテイクを⽀える環境整備を⾏うこと 
(3)独⽴した客観的な⽴場から、経営陣(執⾏役及びいわゆる執⾏役員を含む)・取締役に対する実効性の
⾼い監督を⾏うこと 
をはじめとする役割・責務を適切に果たすべきである。 
 こうした役割・責務は、監査役会設置会社(その役割・責務の一部は監査役及び監査役会が担うこととな
る)、指名委員会等設置会社、監査等委員会設置会社など、いずれの機関設計を採用する場合にも、等し
く適切に果たされるべきである。 
 
考え⽅ 
 上場会社は、通常、会社法(平成26年改正後)が規定する機関設計のうち主要な3種類(監査役会設
置会社、指名委員会等設置会社、監査等委員会設置会社)のいずれかを選択することとされている。前者
(監査役会設置会社)は、取締役会と監査役・監査役会に統治機能を担わせる我が国独⾃の制度である。
その制度では、監査役は、取締役・経営陣等の職務執⾏の監査をおこなうこととされており、法律に基づく調
査権限が付与されている。また、独⽴性と⾼度な情報収集能⼒の双⽅を確保すべく、監査役(株主総会で
選任)の半数以上は社外監査役とし、かつ常勤の監査役を置くこととされている。後者の2つは、取締役会に
委員会を設置して一定の役割を担わせることにより監督機能の強化をめざすものであるという点において、諸
外国にも類例が⾒られる制度である。上記の3種類の機関設計のいずれを採用する場合でも、重要なことは、
創意工夫を施すことによりそれぞれの機関の機能を実質的かつ十分に発揮させることである。 
 また、本コードを策定する⼤きな目的の一つは、上場会社による透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を
促すことにあるが、上場会社の意思決定のうちには、外部環境の変化その他の事情により、結果として会社に
損害を生じさせることとなるものが無いとは⾔い切れない。その場合、経営陣・取締役が損害賠償責任を負う
か否かの判断に際しては、一般的に、その意思決定の時点における意思決定過程の合理性が重要な考慮
要素の一つとなるものと考えられるが、本コードには、ここでいう意思決定過程の合理性を担保することに寄与
すると考えられる内容が含まれており、本コードは、上場会社の透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を促す
効果を持つこととなるものと期待している。 



【原則４－１．取締役会の役割・責務(1)】 
取締役会は、会社の目指すところ（経営理念等）を確⽴し、戦略的な⽅向付けを⾏うことを主要な役割・
責務の一つと捉え、具体的な経営戦略や経営計画等について建設的な議論を⾏うべきであり、重要な業務
執⾏の決定を⾏う場合には、上記の戦略的な⽅向付けを踏まえるべきである。 
補充原則 
４－１① 取締役会は、取締役会⾃身として何を判断・決定し、何を経営陣に委ねるのかに関連して、経

営陣に対する委任の範囲を明確に定め、その概要を開⽰すべきである。 
４－１② 取締役会・経営陣幹部は、中期経営計画も株主に対するコミットメントの一つであるとの認識に

⽴ち、その実現に向けて最善の努⼒を⾏うべきである。仮に、中期経営計画が目標未達に終わった
場合には、その原因や⾃社が⾏った対応の内容を十分に分析し、株主に説明を⾏うとともに、その分
析を次期以降の計画に反映させるべきである。 

４－１③ 取締役会は、会社の目指すところ（経営理念等）や具体的な経営戦略を踏まえ、最⾼経営責
任者等の後継者の計画（プランニング）について適切に監督を⾏うべきである。 

 
【原則４－２．取締役会の役割・責務(2)】 
取締役会は、経営陣幹部による適切なリスクテイクを⽀える環境整備を⾏うことを主要な役割・責務の一つと
捉え、経営陣からの健全な企業家精神に基づく提案を歓迎しつつ、説明責任の確保に向けて、そうした提案
について独⽴した客観的な⽴場において多角的かつ十分な検討を⾏うとともに、承認した提案が実⾏される
際には、経営陣幹部の迅速・果断な意思決定を⽀援すべきである。また、経営陣の報酬については、中⻑期
的な会社の業績や潜在的リスクを反映させ、健全な企業家精神の発揮に資するようなインセンティブ付けを
⾏うべきである。 
補充原則 
４－２① 経営陣の報酬は、持続的な成⻑に向けた健全なインセンティブの一つとして機能するよう、中⻑期
的な業績と連動する報酬の割合や、現⾦報酬と⾃社株報酬との割合を適切に設定すべきである。 
 
【原則４－３．取締役会の役割・責務(3)】 

取締役会は、独⽴した客観的な⽴場から、経営陣・取締役に対する実効性の⾼い監督を⾏うことを主要
な役割・責務の一つと捉え、適切に会社の業績等の評価を⾏い、その評価を経営陣幹部の⼈事に適切に反
映すべきである。 

また、取締役会は、適時かつ正確な情報開⽰が⾏われるよう監督を⾏うとともに、内部統制やリスク管理
体制を適切に整備すべきである。 

更に、取締役会は、経営陣・⽀配株主等の関連当事者と会社との間に生じ得る利益相反を適切に管理
すべきである。 
 
 
 



補充原則 
４－３① 取締役会は、経営陣幹部の選任や解任について、会社の業績等の評価を踏まえ、公正かつ透

明性の⾼い⼿続に従い、適切に実⾏すべきである。 
４－３② コンプライアンスや財務報告に係る内部統制や先を⾒越したリスク管理体制の整備は、適切なリス

クテイクの裏付けとなり得るものであるが、取締役会は、これらの体制の適切な構築や、その運用が有
効に⾏われているか否かの監督に重点を置くべきであり、個別の業務執⾏に係るコンプライアンスの審
査に終始すべきではない。 

 
【原則４－４．監査役及び監査役会の役割・責務】 
監査役及び監査役会は、取締役の職務の執⾏の監査、外部会計監査⼈の選解任や監査報酬に係る権
限の⾏使などの役割・責務を果たすに当たって、株主に対する受託者責任を踏まえ、独⽴した客観的な⽴場
において適切な判断を⾏うべきである。また、監査役及び監査役会に期待される重要な役割・責務には、業
務監査・会計監査をはじめとするいわば「守りの機能」があるが、こうした機能を含め、その役割・責務を十分に
果たすためには、⾃らの守備範囲を過度に狭く捉えることは適切でなく、能動的・積極的に権限を⾏使し、取
締役会においてあるいは経営陣に対して適切に意⾒を述べるべきである。 
 
 
補充原則 
４－４① 監査役会は、会社法により、その半数以上を社外監査役とすること及び常勤の監査役を置くこと

の双⽅が求められていることを踏まえ、その役割・責務を十分に果たすとの観点から、前者に由来する
強固な独⽴性と、後者が保有する⾼度な情報収集⼒とを有機的に組み合わせて実効性を⾼めるべ
きである。また、 
監査役または監査役会は、社外取締役が、その独⽴性に影響を受けることなく情報収集⼒の強化を
図ることができるよう、社外取締役との連携を確保すべきである。 
 
 

【原則４－５．取締役・監査役等の受託者責任】 
上場会社の取締役・監査役及び経営陣は、それぞれの株主に対する受託者責任を認識し、ステークホルダ
ーとの適切な協働を確保しつつ、会社や株主共同の利益のために⾏動すべきである。 
 
 
【原則４－６．経営の監督と執⾏】 
上場会社は、取締役会による独⽴かつ客観的な経営の監督の実効性を確保すべく、業務の執⾏には携わら
ない、業務の執⾏と一定の距離を置く取締役の活用について検討すべきである。 
 
 



 
 
【原則４－７．独⽴社外取締役の役割・責務】 
上場会社は、独⽴社外取締役には、特に以下の役割・責務を果たすことが期待されることに留意しつつ、その
有効な活用を図るべきである。 
（ⅰ）経営の⽅針や経営改善について、⾃らの知⾒に基づき、会社の持続的な成⻑を促し中⻑期的な企

業価値の向上を図る、との観点からの助⾔を⾏うこと 
（ⅱ）経営陣幹部の選解任その他の取締役会の重要な意思決定を通じ、経営の監督を⾏うこと 
（ⅲ）会社と経営陣・⽀配株主等との間の利益相反を監督すること 
（ⅳ）経営陣・⽀配株主から独⽴した⽴場で、少数株主をはじめとするステークホルダーの意⾒を取締役会

に適切に反映させること 
 
【原則４－８．独⽴社外取締役の有効な活用】 
独⽴社外取締役は会社の持続的な成⻑と中⻑期的な企業価値の向上に寄与するように役割・責務を果た
すべきであり、上場会社はそのような資質を十分に備えた独⽴社外取締役を少なくとも２名以上選任すべき
である。 
また、業種・規模・事業特性・機関設計・会社をとりまく環境等を総合的に勘案して、⾃主的な判断により、
少なくとも３分の１以上の独⽴社外取締役を選任することが必要と考える上場会社は、上記にかかわらず、
そのための取組み⽅針を開⽰すべきである。 
 
補充原則 
４－８① 独⽴社外取締役は、取締役会における議論に積極的に貢献するとの観点から、例えば、独⽴社

外者のみを構成員とする会合を定期的に開催するなど、独⽴した客観的な⽴場に基づく情報交換・
認識共有を図るべきである。 

４－８② 独⽴社外取締役は、例えば、互選により「筆頭独⽴社外取締役」を決定することなどにより、経営
陣との連絡・調整や監査役または監査役会との連携に係る体制整備を図るべきである。 

 
【原則４－９．独⽴社外取締役の独⽴性判断基準及び資質】 

取締役会は、⾦融商品取引所が定める独⽴性基準を踏まえ、独⽴社外取締役となる者の独⽴性をその
実質⾯において担保することに主眼を置いた独⽴性判断基準を策定・開⽰すべきである。また、取締役会は、
取締役会における率直・活発で建設的な検討への貢献が期待できる⼈物を独⽴社外取締役の候補者とし
て選定するよう努めるべきである。 

 
【原則４－10．任意の仕組みの活用】 
上場会社は、会社法が定める会社の機関設計のうち会社の特性に応じて最も適切な形態を採用するに当
たり、必要に応じて任意の仕組みを活用することにより、統治機能の更なる充実を図るべきである 



補充原則 
４－10① 上場会社が監査役会設置会社または監査等委員会設置会社であって、独⽴社外取締役が取

締役会の過半数に達していない場合には、経営陣幹部・取締役の指名・報酬などに係る取締役会
の機能の独⽴性・客観性と説明責任を強化するため、例えば、取締役会の下に独⽴社外取締役を
主要な構成員とする任意の諮問委員会を設置することなどにより、指名・報酬などの特に重要な事項
に関する検討に当たり独⽴社外取締役の適切な関与・助⾔を得るべきである。 

 
【原則４－11．取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】 
取締役会は、その役割・責務を実効的に果たすための知識・経験・能⼒を全体としてバランス良く備え、多様
性と適正規模を両⽴させる形で構成されるべきである。 
また、監査役には、財務・会計に関する適切な知⾒を有している者が１名以上選任されるべきである。 
取締役会は、取締役会全体としての実効性に関する分析・評価を⾏うことなどにより、その機能の向上を図る
べきである。 
 
補充原則 
４－11① 取締役会は、取締役会の全体としての知識・経験・能⼒のバランス、多様性及び規模に関する

考え⽅を定め、取締役の選任に関する⽅針・⼿続と併せて開⽰すべきである。 
４－11② 社外取締役・社外監査役をはじめ、取締役・監査役は、その役割・責務を適切に果たすために

必要となる時間・労⼒を取締役・監査役の業務に振り向けるべきである。こうした観点から、例えば、
取締役・監査役が他の上場会社の役員を兼任する場合には、その数は合理的な範囲にとどめるべ
きであり、上場会社は、その兼任状況を毎年開⽰すべきである。 

４－11③ 取締役会は、毎年、各取締役の⾃⼰評価なども参考にしつつ、取締役会全体の実効性につい
て分析・評価を⾏い、その結果の概要を開⽰すべきである。 

 
【原則４－12．取締役会における審議の活性化】 
取締役会は、社外取締役による問題提起を含め⾃由闊達で建設的な議論・意⾒交換 
を尊ぶ気風の醸成に努めるべきである。 
補充原則 
４－12① 取締役会は、会議運営に関する下記の取扱いを確保しつつ、その審議の活性化を図るべきであ

る。 
（ⅰ） 取締役会の資料が、会日に十分に先⽴って配布されるようにすること 
（ⅱ） 取締役会の資料以外にも、必要に応じ、会社から取締役に対して十分な情報が（適切な場合

には、要点を把握しやすいように整理・分析された形で）提供されるようにすること 
（ⅲ） 年間の取締役会開催スケジュールや予想される審議事項について決定しておくこと 
（ⅳ） 審議項目数や開催頻度を適切に設定すること 
（ⅴ） 審議時間を十分に確保すること 



 
【原則４－13．情報入⼿と⽀援体制】 

取締役・監査役は、その役割・責務を実効的に果たすために、能動的に情報を入⼿すべきであり、必要に
応じ、会社に対して追加の情報提供を求めるべきである。 

また、上場会社は、⼈員⾯を含む取締役・監査役の⽀援体制を整えるべきである。 
取締役会・監査役会は、各取締役・監査役が求める情報の円滑な提供が確保されているかどうかを確認す
べきである。 
 
補充原則 
４－13① 社外取締役を含む取締役は、透明・公正かつ迅速・果断な会社の意思決定に資するとの観点

から、必要と考える場合には、会社に対して追加の情報提供を求めるべきである。また、社外監査役
を含む監査役は、法令に基づく調査権限を⾏使することを含め、適切に情報入⼿を⾏うべきである。 

４－13② 取締役・監査役は、必要と考える場合には、会社の費用において外部の専門家の助⾔を得るこ
とも考慮すべきである。 

４－13③ 上場会社は、内部監査部門と取締役・監査役との連携を確保すべきである。 
また、上場会社は、例えば、社外取締役・社外監査役の指⽰を受けて会社の情報を適確に提供で
きるよう社内との連絡・調整にあたる者の選任など、社外取締役や社外監査役に必要な情報を適確
に提供するための工夫を⾏うべきである。 

【原則４－14．取締役・監査役のトレーニング】 
新任者をはじめとする取締役・監査役は、上場会社の重要な統治機関の一翼を担う者として期待される

役割・責務を適切に果たすため、その役割・責務に係る理解を深めるとともに、必要な知識の習得や適切な
更新等の研鑽に努めるべきである。このため、上場会社は、個々の取締役・監査役に適合したトレーニングの
機会の提供・斡旋やその費用の⽀援を⾏うべきであり、取締役会は、こうした対応が適切にとられているか否
かを確認すべきである。 

 
補充原則 
４－14① 社外取締役・社外監査役を含む取締役・監査役は、就任の際には、会社の事業・財務・組織

等に関する必要な知識を取得し、取締役・監査役に求められる役割と責務（法的責任を含む）を
十分に理解する機会を得るべきであり、就任後においても、必要に応じ、これらを継続的に更新する
機会を得るべきである。 

４－14② 上場会社は、取締役・監査役に対するトレーニングの⽅針について開⽰を⾏うべきである。 
 


